
第９５号議案 

 

八王子市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条

例の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の

基準に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  平成２６年９月８日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 八王子市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の

基準に関する条例（平成２５年八王子市条例第１８号）の一部を次のように改正

する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 地域密着型介護予防サービス事業者 

法第８条の２第１２項に規定する地域密

着型介護予防サービス事業を行う者をい

う。 

 ⑴ 地域密着型介護予防サービス事業者 

法第８条の２第１４項に規定する地域密

着型介護予防サービス事業を行う者をい

う。 

 ⑵～⑹ （略）  ⑵～⑹ （略） 



 （心身の状況等の把握）  （心身の状況等の把握） 

第１６条 指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、指定介護予防認知症対応型通

所介護の提供に当たっては、利用者に係る

介護予防支援事業者が開催するサービス担

当者会議（八王子市指定介護予防支援等の

事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法の基準に関する条例（平成２６年八

王子市条例第 号。以下「指定介護予防支

援等基準条例」という。）第２０条第９号

に規定するサービス担当者会議をいう。以

下この章において同じ。）等を通じて、利 

用者の心身の状況、その置かれている環境、 

他の保健医療サービス又は福祉サービスの 

利用状況等の把握に努めなければならない。 

第１６条 指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、指定介護予防認知症対応型通

所介護の提供に当たっては、利用者に係る

介護予防支援事業者が開催するサービス担

当者会議（指定介護予防支援等の事業の人

員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第３

７号。以下「指定介護予防支援等基準」と

いう。）第３０条第９号に規定するサービ

ス担当者会議をいう。以下この章において 

同じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、 

その置かれている環境、他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用状況等の把握

に努めなければならない。 

  

 （従業者の員数等）  （従業者の員数等） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２～９ （略） ２～９ （略） 

１０ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業者は、登録者に係る指定介護予防サー

ビス等（法第８条の２第１６項に規定する

指定介護予防サービス等をいう。以下同

じ。）の利用に係る計画及び介護予防小規

模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事

する介護支援専門員を置かなければならな

い。ただし、当該介護支援専門員は、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職

務に従事し、又は当該介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所に併設する第６項各号

に掲げる施設等の職務に従事することがで

きる。 

１０ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業者は、登録者に係る指定介護予防サー

ビス等（法第８条の２第１８項に規定する

指定介護予防サービス等をいう。以下同

じ。）の利用に係る計画及び介護予防小規

模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事

する介護支援専門員を置かなければならな

い。ただし、当該介護支援専門員は、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職

務に従事し、又は当該介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所に併設する第６項各号

に掲げる施設等の職務に従事することがで

きる。 

１１～１３ （略） １１～１３ （略） 

  

 （管理者）  （管理者） 

第４５条 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定介護予防小規模多機能型 

居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、 

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所の他の職務に従事し、又は当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

併設する前条第６項各号に掲げる施設等の

職務若しくは同一敷地内の指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域

密着型サービス基準条例第６条第１項に規

第４５条 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定介護予防小規模多機能型 

居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、 

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所の他の職務に従事し、又は当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

併設する前条第６項各号に掲げる施設等の

職務若しくは同一敷地内の指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域

密着型サービス基準条例第６条第１項に規



定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所をいう。以下同じ。）の職務

（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サ

ービス基準条例第６条第１項に規定する指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者をいう。以下同じ。）が、指定夜間対応

型訪問介護事業者（指定地域密着型サービ

ス基準条例第４７条第１項に規定する指定

夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（八王子市指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営の基準に関する条例（平成２６年八王

子市条例第 号。以下「指定居宅サービス

等基準条例」という。）第５条第１項に規

定する指定訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居宅

サービス等基準条例第６４条第１項に規定

する指定訪問看護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営

を行っている場合には、これらの事業に係

る職務を含む。）に従事することができる

ものとする。 

定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所をいう。以下同じ。）の職務

（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サ

ービス基準条例第６条第１項に規定する指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者をいう。以下同じ。）が、指定夜間対応

型訪問介護事業者（指定地域密着型サービ

ス基準条例第４７条第１項に規定する指定

夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）、指定訪問介護事業者（指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準（平成１１年厚生省令第３７号。

以下「指定居宅サービス等基準」とい 

う。）第５条第１項に規定する指定訪問介

護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪

問看護事業者（指定居宅サービス等基準第

６０条第１項に規定する指定訪問看護事業

者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受

け、一体的な運営を行っている場合には、

これらの事業に係る職務を含む。）に従事

することができるものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

 （指定介護予防小規模多機能型居宅介護の

具体的取扱方針） 

 （指定介護予防小規模多機能型居宅介護の

具体的取扱方針） 

第６７条 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の方針は、第４３条に規定する基本方

針及び前条に規定する基本取扱方針に基づ

き、次に掲げるところによるものとする。 

第６７条 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の方針は、第４３条に規定する基本方

針及び前条に規定する基本取扱方針に基づ

き、次に掲げるところによるものとする。 

 ⑴ （略）  ⑴ （略） 

 ⑵ 介護支援専門員は、前号に規定する利

用者の日常生活全般の状況及び希望を踏

まえて、指定介護予防支援等基準条例第

２０条各号に掲げる具体的取組方針及び

指定介護予防支援等基準条例第２１条各

号に掲げる留意点に沿って、指定介護予

防サービス等の利用に係る計画を作成す

るものとする。 

 ⑵ 介護支援専門員は、前号に規定する利

用者の日常生活全般の状況及び希望を踏

まえて、指定介護予防支援等基準第３０

条各号に掲げる具体的取組方針及び指定

介護予防支援等基準第３１条各号に掲げ

る留意点に沿って、指定介護予防サービ

ス等の利用に係る計画を作成するものと

する。 

 ⑶～⒂ （略）  ⑶～⒂ （略） 

  

第７０条 指定地域密着型介護予防サービス

に該当する介護予防認知症対応型共同生活

介護（以下「指定介護予防認知症対応型共

同生活介護」という。）の事業は、その認

知症である利用者が可能な限り共同生活住

居（法第８条の２第１５項に規定する共同

生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）

第７０条 指定地域密着型介護予防サービス

に該当する介護予防認知症対応型共同生活

介護（以下「指定介護予防認知症対応型共

同生活介護」という。）の事業は、その認

知症である利用者が可能な限り共同生活住

居（法第８条の２第１７項に規定する共同

生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）



において、家庭的な環境と地域住民との交

流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の支援及び機能訓練を行う

ことにより、利用者の心身機能の維持回復

を図り、もって利用者の生活機能の維持又

は向上を目指すものでなければならない。 

において、家庭的な環境と地域住民との交

流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の支援及び機能訓練を行う

ことにより、利用者の心身機能の維持回復

を図り、もって利用者の生活機能の維持又

は向上を目指すものでなければならない。 

  

  
   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 


